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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
（注） １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第59期及び第60期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ていない。 

３ 第59期中間期、第60期中間期及び第61期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株

当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。 

４ 第61期中間期から、連結会社及び提出会社において、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10を超えた

ため記載している。 

第一部 【企業情報】

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 42,864 42,522 43,777 92,402 95,525
経常利益 
又は経常損失（△）

(百万円) △106 △195 △622 851 376

当期純利益又は 
中間純損失（△）

(百万円) △217 △544 △786 462 885

純資産額 (百万円) 4,856 5,802 6,066 5,657 7,021

総資産額 (百万円) 71,528 68,183 66,765 69,451 63,276

１株当たり純資産額 (円) 45.94 55.04 57.59 53.63 66.64
１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
中間純損失（△）

(円) △2.06 △5.17 △7.47 4.38 8.40

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間（当期）純利益

(円) ― ― ─ ― ―

自己資本比率 (％) 6.8 8.5 9.1 8.1 11.1
営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,991 342 △2,904 △1,941 7,875

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 20 88 53 921 1,528

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,443 △1,544 2,212 3,824 △8,226

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高

(百万円) 6,711 4,008 5,660 5,043 6,298

従業員数
(人)

887 871 811 880 836
[外、平均臨時雇用人員] [100]

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 42,479 42,100 43,171 91,614 94,512
経常利益 
又は経常損失（△）

(百万円) △150 △224 △670 778 270

当期純利益又は 
中間純損失（△）

(百万円) △243 △542 △809 437 827

資本金 (百万円) 5,307 5,307 5,307 5,307 5,307

発行済株式総数 (千株) 106,142 106,142 106,142 106,142 106,142

純資産額 (百万円) 4,721 5,657 5,837 5,525 6,812

総資産額 (百万円) 71,152 67,812 66,240 69,029 62,726

１株当たり純資産額 (円) 44.67 53.66 55.42 52.38 64.65
１株当たり当期純利益 
又は１株当たり 
中間純損失（△）

(円) △2.30 △5.15 △7.68 4.14 7.85

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間（当期）純利益

(円) ― ― ─ ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ ― ―

自己資本比率 (％) 6.6 8.3 8.8 8.0 10.9

従業員数
(人)

871 834 782 851 811
[外、平均臨時雇用人員] [79]



２ 【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につい 

 て、重要な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

  平成１８年９月１５日に当社全額出資により、新たに連結子会社㈱ＤＡＩＭを設立した。 
  

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、大末建設労働組合と称する労働組合があり、昭和54年２月３日に結成され、上部

団体である建設連合に加盟している。 

なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）

   当社グループからの土木建築工

㈱ＤＡＩＭ 大阪市中央区 50 建設事業 100.0 事の請負業及びコンサルティン

グ業務

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 739    [79]

不動産事業等 26    [21]

全社（共通） 46    [─]

合計 811   [100]

従業員数(人) 782   [79]



第２ 【事業の状況】 

（注） 「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高は４３７億７７百万円（前中間連結会計

期間比３．０％増）となり、経常損失が６億２２百万円（前中間連結会計期間は１億９５百万円の経常

損失）、中間純損失が７億８６百万円（前中間連結会計期間は５億４４百万円の中間純損失）となっ 

た。 

  

事業の種類別セグメント 

（建設事業） 

当中間連結会計期間の建設業界は、製造業を中心とする活発な設備投資や大都市圏での旺盛な住宅建

設により、民間工事が堅調な動きを見せたものの、官公庁工事は、依然厳しい財政状況下にあって低迷

が続き、総じて建設投資は、再び減少基調に転ずることとなった。 

このような厳しい環境下にあって、当社グループは、引き続き業績の黒字基調を堅持すべく、受注の

確保と収益力の向上に努めるとともに、残された課題である財務内容の更なる改善と復配に向け、役職

員一体となって懸命に取り組んできたが、当中間連結会計期間の受注工事高は４２８億４百万円（前中

間連結会計期間比４．６％減）、完成工事高は４３２億６３百万円（前中間連結会計期間比２．５ 

％増）、営業損失は３億１百万円（前中間連結会計期間は２億４５百万円の営業利益）となった。 

なお、受注工事高における建築と土木の構成比率は、建築工事が９３．４％、土木工事が６．６％、

発注者別では、官公庁工事が１３．０％、民間工事が８７．０％となっている。また、完成工事高の工

事別内訳は、建築工事が９２．３％、土木工事が７．７％となっている。 

  

（不動産事業等） 

不動産事業等（不動産の売買、賃貸管理ならびに保険の代理業等）の売上高は５億１３百万円（前中

間連結会計期間比５５．８％増）、営業利益は６８百万円（前中間連結会計期間比８４．２％増）とな

った。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務及び未成工事受入金の増加等による資金の増加の要

素があったものの、未成工事支出金及び売上債権の増加等により、２９億４百万円の資金の減少（前中

間連結会計期間比３２億４６百万円の減少）となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収等による収入により、５３百万円の資金の増加

（前中間連結会計期間比３５百万円の減少）となった。 

 また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加等により、２２億１２百万円の資金の増

加（前中間連結会計期間比３７億５６百万円の増加）となった。 

 これらの結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より６億３

８百万円減少し、５６億６０百万円となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当連結企業集団が営んでいる事業の大部分を占める建設事業は生産実績を定義することが困難であり、

建設事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態にそぐわない。 

また、当連結企業集団においては建設事業以外では受注生産形態をとっていない。 

よって受注及び販売の状況については可能な限り「業績等の概要」における各事業の種類別セグメント

の業績に関連付けて記載している。 

  

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりである。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
（注） １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にそ

の増減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。但し、前事業年度の期首繰

越工事高の上段（ ）内表示額は、前々事業年度における期末繰越工事高を表し、下段表示額は契約不履

行により中止になった工事等について修正したものを表示している。 

２ 期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は（期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。 

  

(2) 受注工事高及び完成工事高について 

当社は建設市場の状況を反映して工事の受注工事高及び完成工事高が平均化しておらず、最近３年間

についてみても次のように変動している。 

  

 
  

期  別 工事別
期首繰越 
工事高 
(百万円)

期中受注
工事高 
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高

期中 
施工高 
(百万円)手持工事高

(百万円)

うち施工高

比率
(％)

金額 
(百万円)

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

建築工事 83,495 38,417 121,912 38,304 83,608 9.2 7,701 40,200

土木工事 6,341 6,429 12,771 3,796 8,975 10.8 970 4,420

計 89,837 44,847 134,684 42,100 92,584 9.4 8,671 44,621

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

建築工事 70,645 39,934 110,580 39,856 70,723 11.4 8,084 41,842

土木工事 7,323 2,803 10,127 3,315 6,812 14.9 1,017 3,470

計 77,969 42,738 120,707 43,171 77,536 11.7 9,102 45,313

前事業年度
（自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日）

建築工事
(83,495)
74,695

79,833 154,528 83,882 70,645 8.6 6,098 84,176

土木工事
(6,341)
6,041

11,912 17,953 10,630 7,323 11.8 862 11,146

計
(89,837)
80,737

91,745 172,482 94,512 77,969 8.9 6,961 95,322

期  別

受注工事高 完成工事高

１年通期(A)
(百万円)

上半期(B) 
(百万円)

(B)/(A)
(％)

１年通期(C)
(百万円)

上半期(D) 
(百万円)

(D)/(C) 
(％)

第58期 93,587 44,671 47.7 87,874 36,888 42.0

第59期 83,689 40,343 48.2 91,614 42,479 46.4

第60期 91,745 44,847 48.9 94,512 42,100 44.5

第61期 ― 42,738 ― ― 43,171 ―



(3) 完成工事高 

  

 
（注） １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

  前中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

 
  当中間会計期間 請負金額５億円以上の主なもの 

 
２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

  前中間会計期間 

 
  当中間会計期間 

 
  

(4) 手持工事高（平成18年９月30日現在） 

  

 
（注） 手持工事のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりである。 

 
  

期  別 区  分
官公庁
(百万円)

民間
(百万円)

計 
(百万円)

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

建 築 工 事 1,704 36,599 38,304

土 木 工 事 2,514 1,281 3,796

計 4,219 37,881 42,100

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

建 築 工 事 939 38,917 39,856

土 木 工 事 1,623 1,692 3,315

計 2,562 40,609 43,171

株式会社大京 ライオンズマンション和光白子新築工事

日本道路公団 第二東名高速道路入野高架橋（下部工）上り線工事

大阪府 一級河川 寝屋川宝町調節池築造工事（取水施設工）

株式会社大京・藤和不動産株式会社 三国駅前プロジェクト新築工事

国立大学法人九州大学 九州大学（元岡）実験施設等Ⅰ新営工事

康和地所株式会社 リリーベル幸町サーモス新築工事

株式会社タカラレーベン レーベンハイム蕨中央弐番館新築工事

藤和不動産株式会社 小山４丁目マンション新築工事

株式会社大京 ザ・ライオンズ池田新築工事（２期工事）

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 九州新幹線、島田北ＢＬ他

株式会社大京 10,649百万円 25.3％

藤和不動産株式会社 6,426百万円 15.3％

株式会社大京 9,927百万円 23.0％

藤和不動産株式会社 6,573百万円 15.2％

区  分
官公庁 
(百万円)

民間
(百万円)

計 
(百万円)

  建 築 工 事 5,668 65,055 70,723

  土 木 工 事 5,859 952 6,812

計 11,527 66,008 77,536

上村工業株式会社 上村工業東京支社ビル新築工事 平成19年11月完成予定

国土交通省 平成17年度１号三日月橋下部工事 平成19年３月完成予定

オリックス・リアル
サンクタス大和田新築工事 平成19年８月完成予定

エステート株式会社

みなべ町 南部小学校校舎改築工事 平成19年12月完成予定

株式会社大京 ライオンズマンション鶴見町新築工事 平成19年９月完成予定



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重 

要な変更はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年10月25日に当社の筆頭株主である大東建託株式会社（以下「大東建託」という） 

と、本年2月16日に締結した資本業務提携に関する覚書に基づき包括的業務提携協定書を締結した。 

 包括的業務提携協定書の内容 

 両社は、それぞれの有する優れた機能及び経営資源を相互に活用・連携することにより、収益・業 

  容面での一層の拡大を図る。 

(1)資材共同調達  

    当社及び大東建託は、仕入先の共通化や資材共同購入を通じ、両社の購買単価引き下げを図 

     る。 

 (2)賃貸用中低層マンションの共同受注・共同開発の協力  

    大東建託が展開を検討するケアパートナー併設マンションや都心向け中低層マンションについ 

   ては両社がお互いの利益拡大の為に相互に協力する。  

 (3)技術者の有効活用  

    当社の定年退職予定の技術者については、全国展開する大東建託が有効な受け皿となるよう手 

   続き面での便宜を図る。  

 (4)不動産情報連携  

    両社は各々が蓄積する不動産情報を相互に活用し事業の拡大に寄与するべく、土地情報の交換 

   や担当者間での営業情報の交換を促すシステム作りを推進する。  

 (5)社宅斡旋  

    当社の従業員の転勤者向けの社宅については大東建託がサービス提供する。  

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、多様な社会ニーズに技術面から対応すべく、高強度材料や居住空間環境関連技術及び施工品 

質確保・工業化工法の部材研究開発とともに、同業他社との共同研究開発にも積極的に取り組んでい 

る。 

当中間連結会計期間における研究開発費は１５百万円（消費税等抜き）であった。また、当社の研究 

開発体制及び当中間連結会計期間の主な研究開発の成果は次のとおりである。 

  なお、子会社においては、研究開発活動は行われていない。 

（建設事業） 

(1)当社独自の研究・開発 

  ①高強度材料関連技術と工業化工法の融合に向けた技術開発 

   ・高強度材料を使用した超高層鉄筋コンクリート造の研究成果を、中高層マンションへと展開 

    し、躯体工事の品質確保及び労務生産性の向上につながる工業化工法を設計段階から取り組 

    み、工業化部材の研究開発と施工技術の改良・改善を進めている。 

 ②居住空間環境関連技術による改良・改善 

   ・耐震補強・耐震改修における生活環境を阻害する騒音・振動・塵埃等の発生を低減できる補強

    方法・施工方法を選定し、居住しながらでも施工できる耐震改修技術の改良・改善に取り組ん

    でいる。 

   ・共同住宅建設における外断熱乾式工法の施工実績の成果を踏まえ、湿式工法、断熱材打込み工

    法へと取り組みを進めている。また、外壁仕上げ材の耐久性能実験等を引き続き行い、室内居

    住環境の快適性の追求と省エネ性能を考慮した取り組みも進めている。 

 ③作業所施工管理の効率化 

   ・ゼロエミッションの推進のため、自社建設副産物管理プログラムの機能を改善し、分析管理に

    よる廃棄物の総発生量の抑制とリサイクルに取り組んでいる。 

   ・作業所における日常業務の予算管理、各種検査、管理書類のシステムを改善し、施工段階毎の

    施工管理データの効率的蓄積と活用に取り組んでいる。 



(2)同業他社との共同研究 

 ①各種セメントを用いたコンクリートの湿潤養生方法に関する研究  

    ・セメントの種類別コンクリートのひび割れ抑制に取り組んでいる。特に湿潤養生方法を技術的 

    に解明することで、合理的な養生期間を定める研究を進め、その結果を建築学会へ発表してい 

    る。 

 ②既存ＲＣ梁に貫通孔を設ける場合の補強方法の検討  

  ・既存ＲＣ梁に貫通孔を設ける場合の補強方法について調査・検討し、構造性能を把握する基礎

    実験を行っている。 

 ③場所打ち鋼管コンクリート杭の杭頭処理工法「落とし込み工法」の共同研究 

  ・特許工法として共同出願しており、杭頭処理工程の工期短縮だけでなく、騒音・埃防止対策に 

     も有効で、「環境に優しい工法」として推進している。当社の施工実績としては２１物件で採

    用している。  

  

（不動産事業等） 

研究開発活動は特段行われていない。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種  類 発行可能株式総数(株)

普通株式 222,467,750

計 222,467,750

種  類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

（平成18年９月30日）

提出日現在
発行数(株) 

（平成18年12月22日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内  容

普通株式 106,142,250 106,142,250
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部

―

計 106,142,250 106,142,250 ― ―

年 月 日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 106,142,250 ― 5,307 ― 572



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
（注）１ 前事業年度末では主要株主でなかった大東建託株式会社は、当中間会計期間末現在では主要株主となっ 

 ている。 

 ２ 株式会社リクルートコスモスは、平成１８年９月１日に株式会社コスモスイニシアに商号変更されてい 

 る。  

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式220,000株（議決権220 

  個）が含まれている。 

 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式570株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大東建託株式会社 東京都港区港南２丁目16番１号 10,137 9.55

双日株式会社 東京都港区赤坂６丁目１番20号 6,189 5.83

東洋エステート株式会社 東京都港区虎ノ門１丁目13番３号 4,420 4.16

三信株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目６番１号 3,900 3.67

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,876 3.65

大末建設従業員持株会 大阪市中央区南船場２丁目２番11号 3,340 3.15

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 2,982 2.81

株式会社コスモスイニシア 東京都千代田区内幸町１丁目３番２号 2,600 2.45

株式会社大京 東京都渋谷区千駄ヶ谷４丁目24番13号 2,398 2.26

大末建設株式会社大親会持株会 大阪市中央区南船場２丁目２番11号 2,207 2.08

計 ― 42,051 39.62

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

813,000
― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

101,558,000
101,558 ―

単元未満株式
普通株式

3,771,250
― ―

発行済株式総数 106,142,250 ― ―

総株主の議決権 ― 101,558 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
（注） このほか、株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式4,000株（議決権4個）が 

 ある。 

 なお、当該株式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
大末建設株式会社

大阪市中央区南船場 
２丁目２番11号

813,000 ― 813,000 0.77

計 ― 813,000 ― 813,000 0.77

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 184 183 145 143 132 138

最低(円) 157 135 118 105 111 112



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和

24年建設省令第14号）に準じて記載している。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表については、みすず監査法人及び監査法人はるかにより

中間監査を受けている。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日をもって、名称をみすず監査法人に変更している。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成18年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

   現金預金 4,008 5,678 6,298

   受取手形・完成工事 
   未収入金等

※２ 
※５

45,273 42,883 40,752

   未成工事支出金 8,306 8,553 5,738

   その他たな卸資産 1,066 1,066 1,066

   その他 ※２ 1,029 1,038 1,565

    貸倒引当金 △9 △1 △0

   流動資産合計 59,676 87.5 59,218 88.7 55,420 87.6

Ⅱ 固定資産

  １有形固定資産 ※１ 4,156 4,103 4,135

  ２無形固定資産 53 67 70

  ３投資その他の資産

   その他 ※２ 4,594 3,847 4,121

    貸倒引当金 △296 4,297 △470 3,377 △471 3,650

   固定資産合計 8,507 12.5 7,547 11.3 7,856 12.4

  資産合計 68,183 100.0 66,765 100.0 63,276 100.0



前中間連結会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成18年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

   支払手形・ 
   工事未払金等

※５ 26,447 30,644 28,709

   短期借入金 ※２ 25,718 20,686 18,877

   未払法人税等 44 44 80

   未成工事受入金 6,394 4,940 3,611

   完成工事補償引当金 59 131 140

   賞与引当金 134 130 135

   受注工事損失引当金 50 77 ―

   その他 1,195 987 2,084

   流動負債合計 60,043 88.1 57,643 86.3 53,638 84.8

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 78 656 248

   繰延税金負債 809 560 673

   退職給付引当金 1,425 1,775 1,625

   その他 22 63 69

   固定負債合計 2,336 3.4 3,056 4.6 2,616 4.1

  負債合計 62,380 91.5 60,699 90.9 56,254 88.9

（資本の部）

Ⅰ 資本金 5,307 7.8 ― ― 5,307 8.4

Ⅱ 資本剰余金 572 0.8 ― ― 572 0.9

Ⅲ 利益剰余金 △1,185 △1.7 ― ― 245 0.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,165 1.7 ― ― 963 1.5

Ⅴ 自己株式 △56 △0.1 ― ― △66 △0.1

  資本合計 5,802 8.5 ― ― 7,021 11.1

  負債資本合計 68,183 100.0 ― ― 63,276 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成18年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

   資本金 ― ─ 5,307 8.0 ― ─

   資本剰余金 ― ─ 572 0.8 ― ─

   利益剰余金 ― ─ △541 △0.8 ― ─

   自己株式 ― ─ △73 △0.1 ― ─

   株主資本合計 ― ─ 5,265 7.9 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ─ 800 1.2 ― ─

   評価・換算差額等 
   合計

― ─ 800 1.2 ― ─

   純資産合計 ― ─ 6,066 9.1 ― ─

   負債純資産合計 ― ― 66,765 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 42,192 43,263 94,682

   不動産事業等売上高 329 513 843

   売上高合計 42,522 100.0 43,777 100.0 95,525 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 40,120 41,981 89,970

   不動産事業等 
   売上原価

272 392 670

   売上原価合計 40,393 95.0 42,373 96.8 90,640 94.9

  売上総利益

   完成工事総利益 2,072 1,282 4,711

   不動産事業等 
   売上総利益

57 121 173

   売上総利益合計 2,129 5.0 1,403 3.2 4,884 5.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 2,059 4.8 1,816 4.1 3,927 4.1

   営業利益 70 0.2 ─ ─ 957 1.0

   営業損失 ─ ─ 413 △0.9 ─ ─

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 52 22 86

   受取配当金 ─ 6 10

   業務受託手数料 3 0 3

   その他 30 86 0.2 23 52 0.1 36 137 0.1

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 312 215 571

   手形売却損 ─ 33 134

   その他 39 351 0.9 14 262 0.6 13 718 0.7

   経常利益 ─ ─ ─ ─ 376 0.4

   経常損失 195 △0.5 622 △1.4 ─ ─

Ⅵ 特別利益

   貸倒引当金戻入益 23 ─ 32

   投資有価証券売却益 5 21 1,234

   その他 0 29 0.1 ─ 21 0.1 1 1,267 1.3

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 ※２ 1 1 2

   固定資産売却損 ※３ 0 ─ 0

   固定資産除却損 ※４ 2 0 2

   投資有価証券評価損 ─ ─ 0

   その他 ※５ 357 361 0.8 160 162 0.4 704 710 0.7

   税金等調整前 
   当期純利益

─ ─ ─ ─ 933 1.0

   税金等調整前 
   中間純損失

527 △1.2 763 △1.7 ─ ─

   法人税、住民税 
   及び事業税

20 24 51

   法人税等調整額 △2 17 0.1 △0 23 0.1 △3 47 0.1

   当期純利益 ─ ─ ─ ─ 885 0.9

   中間純損失 544 △1.3 786 △1.8 ─ ─



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 572 572

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末（期末）残高

572 572

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △640 △640

Ⅱ 利益剰余金増加高

  当期純利益 ― ― 885 885

Ⅲ 利益剰余金減少高

  中間純損失 544 544 ― ―

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末（期末）残高

△1,185 245



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 
  
  
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,307 572 245 △66 6,057

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ △786 ─ △786

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △6 △6

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ △786 △6 △792

平成18年９月30日残高(百万円) 5,307 572 △541 △73 5,265

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 963 963 7,021

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ △786

 自己株式の取得 ─ ─ △6

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額（純額）

△162 △162 △162

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△162 △162 △955

平成18年９月30日残高(百万円) 800 800 6,066



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

  税金等調整前中間（当期） 
  純利益・損失（△）

△527 △763 933

  減価償却費 49 45 95

  貸倒引当金の増加・減少（△）額 211 △0 377

  退職給付引当金の 
  増加・減少（△）額

107 150 307

  賞与引当金の増加・減少（△）額 △57 △5 △56

  受注工事損失引当金の 
  増加・減少（△）額

50 77 ─

  投資有価証券評価損 ― ─ 0

  受取利息及び受取配当金 △58 △28 △97

  支払利息 312 215 571

  有形固定資産売却損・益（△） 0 ─ 0

  有形固定資産除却損 2 0 2

  売上債権の減少・増加（△）額 2,426 △2,151 6,948

  未成工事支出金の 
  減少・増加（△）額

△2,023 △2,814 545

  その他たな卸資産の 
  減少・増加（△）額

0 0 0

  仕入債務の増加・減少（△）額 △2,236 1,934 25

  未成工事受入金の 
  増加・減少（△）額

2,305 1,328 △476

  預り金の増加・減少（△）額 149 △802 755

  その他 △23 177 △1,457

    小計 688 △2,636 8,473

  利息及び配当金の受取額 8 28 12

  利息の支払額 △305 △223 △559

  法人税等の支払額 △48 △52 △50

  損害賠償金の支払額 ─ △20 ─

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

342 △2,904 7,875

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

  有形固定資産の取得による支出 △33 △7 △61

  有形固定資産の売却による収入 1 ─ 1

  投資有価証券の取得による支出 △11 △7 △30

  投資有価証券の売却による収入 9 23 1,419 

  貸付けによる支出 △4 ─ △8

  貸付金の回収による収入 33 29 44

  定期預金の預入による支出 ─ △18 ─

  その他 94 33 163

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

88 53 1,528 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

  短期借入金純増加・減少（△）額 △1,486 1,380 △8,512

  長期借入れによる収入 57 1,071 527

  長期借入金の返済による支出 △109 △233 △224

  その他 △6 △6 △16

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,544 2,212 △8,226

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少（△）額

△1,112 △638 1,177 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 5,043 6,298 5,043 

Ⅵ 連結範囲の変更による現金 
  及び現金同等物の増加・減 
  少（△）額

77 ─ 77

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末（期末）残高

4,008 5,660 6,298 



  
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

１ 連結の範囲に関す
る事項

連結子会社数    ２社 
 連結子会社名 
  大末サービス㈱ 
  アメニティサポート㈱

連結子会社数    ４社 
 連結子会社名 
  大末サービス㈱ 
  アメニティサポート㈱ 
  テクノワークス㈱  
  ㈱ＤＡＩＭ

連結子会社数    ３社 
 連結子会社名 
  大末サービス㈱ 
  アメニティサポート㈱ 
  テクノワークス㈱

 前連結会計年度において
非連結子会社であった大末
パートナーズ㈱は、平成17
年６月に社名をアメニティ
サポート㈱に変更してい
る。なお、重要性が増加し
たことから当中間連結会計
期間より連結子会社として
いる。

 ㈱ＤＡＩＭは平成18年９
月に当社全額出資により設
立し、当中間連結会計期間
より連結子会社としてい
る。

 前連結会計年度において
非連結子会社であった大末
パートナーズ㈱は、平成17
年６月に社名をアメニティ
サポート㈱に変更してい
る。なお、重要性が増加し
たことから当連結会計年度
より連結子会社としてい
る。 
 また、平成17年９月に大
末サービス㈱が新たに株式
を取得し子会社となったテ
クノワークス㈱は、下期よ
り連結子会社としている。

非連結子会社数   ２社 
 非連結子会社名 
  ダイスエ開発㈱ 
  テクノワークス㈱

非連結子会社数   １社 
 非連結子会社名 
  ダイスエ開発㈱

非連結子会社数   １社 
 非連結子会社名 
  ダイスエ開発㈱

 従来からの非連結子会社
であるダイスエ開発㈱及び
平成17年９月に大末サービ
ス㈱が新たに株式を取得し
子会社となったテクノワー
クス㈱は、いずれも小規模
会社であり、合計の総資
産、売上高、中間純損益
（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも中間連
結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないため、連結
の範囲から除外している。

 非連結子会社１社は、小
規模会社であり、合計の総
資産、売上高、中間純損益
（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも中間連
結財務諸表に重要な影響を
及ぼしていないため、連結
の範囲から除外している。

 非連結子会社１社は、小
規模会社であり、合計の総
資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結財
務諸表に重要な影響を及ぼ
していないため、連結の範
囲から除外している。

２ 持分法の適用に関
する事項

 持分法非適用の非連結子
会社名 
  ダイスエ開発㈱ 
  テクノワークス㈱
 上記の持分法非適用の非
連結子会社は、それぞれ中
間純損益及び利益剰余金等
に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要
性がないため、持分法の適
用範囲から除外している。

 持分法非適用の非連結子
会社名 
  ダイスエ開発㈱ 
 

同左

 持分法非適用の非連結子
会社名 
  ダイスエ開発㈱ 
  
 上記の持分法非適用の非
連結子会社は、それぞれ当
期純損益及び利益剰余金等
に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重要
性がないため、持分法の適
用範囲から除外している。

３ 連結子会社の（中
間）決算日等に関
する事項

 連結子会社の中間決算日
は、すべて連結財務諸表提
出会社と同じである。

同左  連結子会社の決算日は、
すべて連結財務諸表提出会
社と同じである。



前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

４ 会計処理基準に関
する事項

 (1) 重要な資産の評
価基準及び評価
方法

有価証券
 その他有価証券
 時価のあるもの
  中間連結決算日の市場
価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却
原価は移動平均法により
算定している）

有価証券
 その他有価証券
 時価のあるもの
 中間連結決算日の市場
価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売
却原価は移動平均法によ
り算定している）

有価証券
 その他有価証券
 時価のあるもの
 連結決算日の市場価格
等に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法により算定し
ている）

 時価のないもの
  移動平均法による原価
法

 時価のないもの
同左

 時価のないもの
同左

たな卸資産

 未成工事支出金

  個別法による原価法

 販売用不動産

  個別法による原価法

 材料貯蔵品

  先入先出法による原価

法

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 販売用不動産

同左

 材料貯蔵品

同左

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 販売用不動産

同左

 材料貯蔵品

同左

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

有形固定資産

 定率法によっている。
 ただし、平成10年４月１
日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）につい
ては、定額法によってい
る。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。

建物・構築物 ５年～50年

機械装置・車
両運搬具・工
具器具備品

２年～20年

有形固定資産

同左

  
  
  
 
 なお、主な耐用年数は以
下のとおりである。

建物・構築物 ３年～49年

機械装置・車
両運搬具・工
具器具備品

２年～20年

有形固定資産

同左

無形固定資産 
 定額法によっている。 
 なお、自社利用のソフト
ウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっ
ている。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の

計上基準

貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失
に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権ついては個別に回収可
能性を検討し、回収不能見
込額を計上している。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金 
 完成工事に係る瑕疵担保
の費用に備えるため、前連
結会計年度末引当金の当中
間連結会計期間末残高に、
当中間連結会計期間完成工
事高に対する将来の見積補
償額を加算する方法によっ
ている。

完成工事補償引当金
同左

完成工事補償引当金 
 引渡の終了した工事に対
する瑕疵担保及びアフター
サービス費に充てるため、
完 成 工 事 高 の 概 ね
1.5/1,000 を 計上してい
る。



前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間連結会計期

間の負担額を計上してい

る。

賞与引当金 

     同左

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計年度の

負担額を計上している。

受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間連

結会計期間末において見込

まれる未引渡工事の損失発

生見込額を計上している。

受注工事損失引当金

同左

受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当連結会

計年度末において見込まれ

る未引渡工事の損失発生見

込額を計上している。 

 なお、当連結会計年度末

においては、損失の発生が

見込まれる未引渡工事がな

いため、計上していない。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。 

 会計基準変更時差異

（2,745百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理している。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌連結会計年

度から、過去勤務債務につ

いては、発生の当連結会計

年度から、それぞれ平均残

存勤務期間以内の一定の年

数である10年で定額法によ

り費用処理することとして

いる。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上している。 

 会計基準変更時差異

（2,745百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理している。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌連結会計年

度から、過去勤務債務につ

いては、発生の当連結会計

年度から、それぞれ平均残

存勤務期間以内の一定の年

数である10年で定額法によ

り費用処理することとして

いる。

 (4) 完成工事高の計

上基準

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期（工期12ヶ月超）

の工事については、工事進

行基準によっている。

同左
 
 
 
 

同左 
 
 
 
 

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,490百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

31,102百万円である。

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,923百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

32,288百万円である。

 工事進行基準によった完

成工事高は、63,377百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

60,864百万円である。



 
  

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

 (5) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

同左 同左

 (6) その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための基本と

なる重要な事項

１ 消費税等の会計処理

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式

によっている。

１ 消費税等の会計処理

同左

１ 消費税等の会計処理

同左

２ 連結納税制度の適用

  当中間連結会計期間か

ら連結納税制度を適用し

ている。

２ 連結納税制度の適用

  連結納税制度を適用し

ている。

２ 連結納税制度の適用

  当連結会計年度から連

結納税制度を適用してい

る。

５ 中間連結（連結）

キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動についてリスクのな

い定期預金等としている。

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなる。

 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついてリスクのない定期預

金等としている。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 
  

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。

これによる損益に与える影響はな

い。

─────
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。これ

による損益に与える影響は軽微であ

る。

───── （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基

準第４号 平成17年11月29日）を適

用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 

─────

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月 

９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、6,066百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。

─────

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

───── （中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示していた「受取配当金」は、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間か

ら区分掲記している。なお、前中間連結会計期間の営業

外収益の「その他」に含まれる「受取配当金」は５百万

円である。

前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」

に含めて表示していた「手形売却損」は、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため、当中間連結会計期間か

ら区分掲記している。なお、前中間連結会計期間の営業

外費用の「その他」に含まれる「手形売却損」は34百万

円である。



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日）

 
※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,460百万円
 
※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,531百万円
 
※１ 有形固定資産減価償却累計額

1,493百万円

※２ 下記の資産は、長期借入金78

百万円及び短期借入金25,631百

万円（一年以内返済予定の長期

借入金231百万円を含む）の担

保に供している。

 なお、有価証券のうち4百万

円及び投資有価証券のうち29百

万円は、営業保証金として差し

入れている。

   受取手形 14,401百万円

   有価証券 4

   投資有価証券 636

   事業保険金 203

計 15,245

※２ 下記の資産は、長期借入金

656 百万円及び短期借入金

20,631百万円（一年以内返済予

定の長期借入金845百万円を含

む）の担保に供している。

 なお、有価証券7百万円及び

投資有価証券のうち31百万円

は、営業保証金として差し入れ

ている。

   受取手形 12,740百万円

   有価証券 7

   投資有価証券 801

   事業保険金 203

計 13,752

※２ 下記の資産は、長期借入金

248 百万円及び短期借入金

18,816百万円（一年以内返済予

定の長期借入金416百万円を含

む）の担保に供している。

 なお、有価証券7百万円及び

投資有価証券のうち31百万円

は、営業保証金として差し入れ

ている。

   受取手形 18,402百万円

   有価証券 7

   投資有価証券 842

   事業保険金 203

計 19,454

 

３ 保証債務

   連結会社以外の会社が顧客か

らの前受金について、信用保証

会社等から保証を受けており、

この前受金保証について連結会

社が信用保証会社等に対して保

証を行っている。

保証額

 ㈱大京他11社 3,683百万円

 （うち共同保証等の契約に基づ

き、他社が負担すべき債務 ─）

 

３ 保証債務

同左 

  

  

  

  

 

保証額

 ㈱大京他10社 3,039百万円

 
 

３ 保証債務

同左 

   

  

  

  

 

保証額

 ㈱大京他15社 5,078百万円

 （うち共同保証等の契約に基づ

き、他社が負担すべき債務 ─）

４ 受取手形割引高 3,199百万円 ４ 受取手形割引高 1,104百万円 ４ 受取手形割引高 3,697百万円

※５   ───── ※５ 中間連結会計期間末日満期手

形は手形交換日をもって決済処

理をしている。従って当中間連

結会計期間末日は、金融機関の

休日であったため中間連結会計

期間末日満期手形が以下の科目

に含まれている。 

 受取手形   1,785百万円 

 支払手形   3,088

※５   ─────

６ 貸出参加取引

   提出会社は、平成12年９月及

び平成17年３月に工事等に係る

債権の流動化を目的とした参加

取引を実施している。

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、8,495百万円である。

６ 貸出参加取引

   提出会社は、平成12年９月に

工事等に係る債権の流動化を目

的とした参加取引を実施してい

る。

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、7,934百万円である。

６ 貸出参加取引

   提出会社は、平成12年９月及

び平成18年３月に工事等に係る

債権の流動化を目的とした参加

取引を実施している。

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、9,319百万円である。



（中間連結損益計算書関係） 

  

 
  

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

従業員給料手当 767百万円

賞与引当金繰入額 36

退職給付費用 174

地代家賃 258

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

従業員給料手当 709百万円

賞与引当金繰入額 32

退職給付費用 152

地代家賃 209

※１ このうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりである。

従業員給料手当 1,541百万円

賞与引当金繰入額 35

退職給付費用 343

地代家賃 469

※２ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりである。

過年度完成工事高 
修正

0百万円

過年度不動産事業 
等売上高修正

0

過年度不動産事業 
等売上原価修正

0

その他 0

計 1

 

※２ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりである。

過年度完成工事高
修正

0百万円

過年度不動産事業
等売上原価修正

0

その他 1

計 1

 

※２ 前期損益修正損の内訳は、次

のとおりである。

過年度完成工事高 
修正

1百万円

過年度不動産事業 
等売上高修正

0

過年度不動産事業 
等売上原価修正

0

計 2

※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりである。

機械装置 0百万円

車両運搬具 0

工具器具備品 0

その他 0

計 0

 

※３    ───── ※３ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりである。

機械装置 0百万円

車両運搬具 0

工具器具備品 0

その他 0

計 0

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。

機械装置 1百万円

工具器具備品 0

計 2

 

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。

工具器具備品 0百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は、次

のとおりである。

機械装置 1百万円

工具器具備品 0

計 2

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。

ゴルフ会員権評価
損

13百万円

貸倒引当金繰入額 235

過年度先行支出金
償却

40

過年度完成工事補
修費

47

従業員特別退職金 18

その他 3

計 357

 

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。

過年度完成工事補
修費

103百万円

従業員特別退職金 21

損害賠償金 35

その他 1

計 160

 

※５ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。

貸倒引当金繰入額 410百万円

過年度先行支出金

償却
51

過年度完成工事補

修費
183

従業員特別退職金 42

その他 17

計 704

６ 当社グループの売上高は、通常

の営業の形態として、上半期に比

べ下半期に完成する工事の割合が

大きいため、連結会計年度の上半

期の売上高と下半期の売上高との

間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があ

る。

６      同左 ６     ―──――



次へ 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（注）増加は単元未満株式の買取りによるものである。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はない。 
  
４ 配当に関する事項 

該当事項はない。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 106,142,250 ― ― 106,142,250

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 770,101 43,469 ― 813,570

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成17年９月30日）

現金預金勘定 4,008百万円

現金及び現金同等物 4,008

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成18年９月30日）

現金預金勘定 5,678百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△18

現金及び現金同等物 5,660

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成18年３月31日）

現金預金勘定 6,298百万円

現金及び現金同等物 6,298



（リース取引関係） 

  
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 （借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 （借主側）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

（借主側）

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 47 33 13

工具器具 
備品 438 218 219

合計 485 252 233

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 50 32 17

工具器具 
備品 459 314 144

合計 510 347 162

 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両
運搬具 56 38 17

工具器具
備品 452 266 186

合計 509 305 203

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 100百万円

１年超 132

 計 233

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 87百万円

１年超 74

 計 162

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 99百万円

１年超 104

 計 203

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によってい

る。

同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法によっている。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 51百万円

減価償却費 
相当額

51

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 52百万円

減価償却費
相当額

52

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 103百万円

減価償却費
相当額

103

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略している。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左



次へ 

  

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

 

─────

 

 （貸主側）

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 19 4 14

合計 19 4 14

 

─────

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3百万円

１年超 10

 計 14

 

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高及び見積残存価額の残高の

合計額が営業債権の中間期末残

高等に占める割合が低いため、

受取利子込み法によっている。

 

③ 受取リース料及び減価償却費相

当額

受取リース料 1百万円

減価償却費
相当額

1

 

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 

 上記の物件は、全て転リースによ

る物件である。

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略している。



前へ 

（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び（中間）連結貸借対照表計上額 

  

 
  

 
  

（デリバティブ取引関係） 

  

 
  

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  該当事項はない。 

種類

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日）

取得原価 
(百万円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 704 2,668 1,964 534 
 

1,885 
 

1,351 
 

531 2,156 1,625

(2) 債券

  国債・地方債等 33 34 0 32 31 
 

△0 39 38 △0

  社債 ― ― ― ─ ─ ─ ― ― ―

  その他 ― ― ― ─ ─ ─ ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ─ ─ ─ ― ― ―

合計 738 2,702 1,964 567 1,917 1,350 570 2,195 1,625

種 類

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日）

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券 
 非上場株式

377 374 375

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

───── ───── （注） その他有価証券について減

損処理を行い、投資有価証券

評価損０百万円（非上場株式

０百万円）を計上している。

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

 当社グループは、デリバティブ取

引を行っていないので、該当事項は

ない。

同左 同左



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  

 
  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

 
  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

 
（注） １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

(2) 各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業等：不動産の売買及び賃貸、保険の代理業、一般労働者派遣業他 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間210百万

円、当中間連結会計期間178百万円、前連結会計年度396百万円であり、その主なものは、提出会社本社の

経営企画部等管理部門に係る費用である。 

建設事業 
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

42,192 329 42,522 ― 42,522

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 89 89 (89) ―

計 42,192 419 42,611 (89) 42,522

営業費用 41,947 382 42,329 122 42,452

営業利益 245 37 282 (212) 70

建設事業 
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

43,263 513 43,777 ― 43,777

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 234 234 (234) ―

計 43,263 747 44,011 (234) 43,777

営業費用 43,564 679 44,244 (54) 44,190

営業利益又は営業損失（△） △301 68 △233 (179) △413

建設事業 
(百万円)

不動産事業等
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

94,682 843 95,525 ― 95,525

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 376 376 (376) ―

計 94,682 1,220 95,902 (376) 95,525

営業費用 93,430 1,116 94,546 21 94,568

営業利益 1,251 104 1,355 (398) 957



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

海外売上高がないため、記載していない。 

  



（１株当たり情報） 

  

 
  

（注） １株当たり当期純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎は以下のとおりである。 

 
  

（重要な後発事象） 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 55.04円 １株当たり純資産額 57.59円 １株当たり純資産額 66.64円

１株当たり中間純損失 5.17円 １株当たり中間純損失 7.47円 １株当たり当期純利益 8.40円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載していな

い。

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日
  至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

当期純利益又は 
中間純損失（△）(百万円)

△544 △786 885

普通株主に帰属しない 
金額(百万円)

― ― ―

普通株式に係る 
当期純利益又は中間 
純損失（△）(百万円)

△544 △786 885

普通株式の 
期中平均株式数(千株)

105,467 105,349 105,436



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

   現金預金 3,829 5,306 5,934

   受取手形
※２ 
※５

15,468 13,617 18,933

   完成工事未収入金 29,753 29,142 21,773

   未成工事支出金 8,308 8,559 5,750

   販売用不動産 1,058 1,058 1,058

   短期貸付金 242 215 241

   その他 ※２ 789 841 1,287

    貸倒引当金 △8 △1 △0

   流動資産合計 59,442 87.7 58,739 88.7 54,979 87.7

Ⅱ 固定資産

  １有形固定資産

   土地 2,674 2,672 2,672

   その他 ※１ 1,246 1,201 1,229

   有形固定資産計 3,920 3,874 3,902

  ２無形固定資産 49 62 65

  ３投資その他の資産

   長期貸付金 39 29 33

   その他 ※２ 4,658 4,003 4,218

    貸倒引当金 △296 △470 △471

   投資その他の資産計 4,400 3,563 3,779

   固定資産合計 8,370 12.3 7,500 11.3 7,746 12.3

  資産合計 67,812 100.0 66,240 100.0 62,726 100.0



前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

   支払手形 ※５ 11,650 15,867 13,980

   工事未払金 14,768 14,748 14,682

   短期借入金 ※２ 25,631 20,631 18,816

   未払法人税等 39 36 60

   未成工事受入金 6,394 4,939 3,611

   完成工事補償引当金 59 131 140

   賞与引当金 132 127 131

   受注工事損失引当金 50 77 ─

   その他 1,163 905 2,000

   流動負債合計 59,889 88.3 57,465 86.8 53,422 85.2

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※２ 78 656 248

   繰延税金負債 780 530 640

   退職給付引当金 1,401 1,745 1,598

   その他 4 4 4

   固定負債合計 2,265 3.4 2,936 4.4 2,491 3.9

  負債合計 62,154 91.7 60,402 91.2 55,914 89.1

（資本の部）

Ⅰ 資本金 5,307 7.8 ― ― 5,307 8.5

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 572 ― 572

   資本剰余金合計 572 0.8 ― ― 572 0.9

Ⅲ 利益剰余金

   当期未処分利益 ─ ─ 67

   中間未処理損失 1,303 ― ─

   利益剰余金合計 △1,303 △1.9 ― ― 67 0.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,138 1.7 ― ― 932 1.5

Ⅴ 自己株式 △56 △0.1 ― ― △66 △0.1

  資本合計 5,657 8.3 ― ― 6,812 10.9

  負債資本合計 67,812 100.0 ― ― 62,726 100.0



 
  

前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

   資本金 ― ― 5,307 8.0 ― ―

   資本剰余金

    資本準備金 ― 572 ―

   資本剰余金合計 ― ― 572 0.8 ― ―

   利益剰余金

    その他利益剰余金

     繰越利益剰余金 ─ △741 ─

   利益剰余金合計 ― ― △741 △1.1 ― ―

   自己株式 ― ― △73 △0.1 ― ―

   株主資本合計 ― ― 5,064 7.6 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ― 773 1.2 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 773 1.2 ― ―

  純資産合計 ― ― 5,837 8.8 ― ―

  負債純資産合計 ― ― 66,240 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 42,100 42,100 100.0 43,171 43,171 100.0 94,512 94,512 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 40,042 40,042 95.1 41,952 41,952 97.2 89,882 89,882 95.1

  売上総利益

   完成工事総利益 2,057 2,057 4.9 1,219 1,219 2.8 4,630 4,630 4.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,012 4.8 1,684 3.9 3,767 4.0

   営業利益 45 0.1 ― ─ 862 0.9

   営業損失 ― ― 465 △1.1 ─ ─

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 52 22 86

   業務受託手数料 3 0 3

   その他 45 101 0.3 47 70 0.1 65 155 0.2

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 311 214 569

   その他 58 370 0.9 61 275 0.6 177 746 0.8

   経常利益 ― ― ― ― 270 0.3

   経常損失 224 △0.5 670 △1.6 ─ ─

Ⅵ 特別利益

   投資有価証券売却益 5 20 1,222

   貸倒引当金戻入益 23 28 0.0 ― 20 0.0 31 1,254 1.3

Ⅶ 特別損失

   投資有価証券評価損 ― ― 0

   その他 ※１ 343 343 0.8 159 159 0.3 705 706 0.7

   税引前当期純利益 ― ― ─ ─ 818 0.9

   税引前中間純損失 538 △1.3 809 △1.9 ― ―

   法人税、住民税 
   及び事業税

4 0.0 △0 △0.0 △8 △0.0

   当期純利益 ― ― ― ― 827 0.9

   中間純損失 542 △1.3 809 △1.9 ― ―

    前期繰越損失 760 ― 760

   当期未処分利益 ─ ─ 67

   中間未処理損失 1,303 ─ ─



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  
 

  
 

  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計資本準備金 その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 5,307 572 67 △66 5,879

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ △809 ─ △809

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △6 △6

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ △809 △6 △815

平成18年９月30日残高(百万円) 5,307 572 △741 △73 5,064

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金
評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 932 932 6,812

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 ─ ─ △809

 自己株式の取得 ─ ─ △6

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額）

△159 △159 △159

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△159 △159 △974

平成18年９月30日残高(百万円) 773 773 5,837



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

１ 資産の評価基準及

び評価方法

有価証券

 子会社株式

  移動平均法による原価

法

有価証券

 子会社株式

同左

有価証券

 子会社株式

同左

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

している）

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定している）

 その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

している）

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

同左

  時価のないもの

同左

たな卸資産 

 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 販売用不動産 

  個別法による原価法

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 販売用不動産

同左

たな卸資産

 未成工事支出金

同左

 販売用不動産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

 定率法によっている。 

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては、定額法によってい

る。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。

建物・構築物 ５年～50年

機械装置・車
両運搬具・工
具器具備品

２年～20年

有形固定資産

同左

  

  

  

  

   

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりである。

建物・構築物 ３年～49年

機械装置・車
両運搬具・工
具器具備品

３年～20年

有形固定資産

同左

無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっ

ている。

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左



前中間会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、前期

末引当金の当中間期末残高

に、当中間期完成工事高の

1.5/1,000を加算する方法

によっている。

完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保

の費用に備えるため、前事

業年度末引当金の当中間会

計期間末残高に、当中間会

計期間完成工事高に対する

将来の見積補償額を加算す

る方法によっている。

完成工事補償引当金 

 引渡の終了した工事に対

する瑕疵担保及びアフター

サービス費に充てるため、

完 成 工 事 高 の 概 ね

1.5/1,000 を 計上してい

る。

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当中間会計期間の

負担額を計上している。

賞与引当金

同左

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充

てるため、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計

上している。

受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間期

末において見込まれる未引

渡工事の損失発生見込額を

計上している。

受注工事損失引当金

同左

受注工事損失引当金 

 受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当期末に

おいて見込まれる未引渡工

事の損失発生見込額を計上

している。 

 なお、当期末において

は、損失の発生が見込まれ

る未引渡工事がないため、

計上していない。

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

している。 

 会計基準変更時差異

（2,721百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理している。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌期から、過

去勤務債務については、発

生の当期から、それぞれ平

均残存勤務期間以内の一定

の年数である10年で定額法

により費用処理することと

している。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上してい

る。 

 会計基準変更時差異

（2,721百万円）について

は、15年による均等額を費

用処理している。 

 数理計算上の差異につい

ては、発生の翌期から、過

去勤務債務については、発

生の当期から、それぞれ平

均残存勤務期間以内の一定

の年数である10年で定額法

により費用処理することと

している。



 
  

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日）

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

４ 完成工事高の計上

基準

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期（工期12ヶ月超）

の工事については、工事進

行基準によっている。 

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,490百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

31,102百万円である。

同左
  
  
  
  
 

 工事進行基準によった完

成工事高は、32,923百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

32,288百万円である。

同左 
  
  
  
  
   

 工事進行基準によった完

成工事高は、63,377百万

円、完 成 工 事 原 価 は、

60,864百万円である。

５ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる事項

１ 消費税等の会計処理

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式

によっている。

  なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ流動負債の「その

他」に含めて表示してい

る。

１ 消費税等の会計処理

同左

１ 消費税等の会計処理

  消費税等に相当する額

の会計処理は、税抜方式

によっている。

２ 連結納税制度の適用

  当中間会計期間から連

結納税制度を適用してい

る。

２ 連結納税制度の適用

  連結納税制度を適用し

ている。

２ 連結納税制度の適用

  当期から連結納税制度

を適用している。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。これ

による損益に与える影響はない。

─────
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用している。これによる損

益に与える影響は軽微である。

───── （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適用し

ている。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

 

─────

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、5,837百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。

─────



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末 
（平成18年３月31日）

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,091百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,148百万円

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,116百万円

※２ 下記の資産は、長期借入金78

百万円及び短期借入金25,631百

万円（一年以内返済予定の長期

借入金231百万円を含む）の担

保に供している。

   なお、投資有価証券のうち29

百万円は、営業保証金として差

し入れている。

※２  下記の資産は、長期借入金

656 百万円及び短期借入金

20,631百万円（一年以内返済予

定の長期借入金845百万円を含

む）の担保に供している。

   なお、有価証券７百万円及び

投資有価証券のうち22百万円

は、営業保証金として差し入れ

ている。

※２ 下記の資産は、長期借入金

248 百万円及び短期借入金

18,816百万円（一年以内返済予

定の長期借入金416百万円を含

む）の担保に供している。

   なお、有価証券７百万円及び

投資有価証券のうち21百万円

は、営業保証金として差し入れ

ている。

   受取手形 14,401百万円

   投資有価証券 636

   事業保険金 203

計 15,240

   受取手形 12,740百万円

   有価証券  

   投資有価証券

7 

792

   事業保険金 203

計 13,743

   受取手形 18,402百万円

   有価証券 7

   投資有価証券 832

   事業保険金 203

計 19,445

 

３ 保証債務

   下記の会社が顧客からの前受

金について、信用保証会社等か

ら保証を受けており、この前受

金保証について当社が信用保証

会社等に対して保証を行ってい

る。

保証額

 ㈱大京他11社 3,683百万円

（うち共同保証等の契約に基づき、

他社が負担すべき債務 ─）

 

３ 保証債務

同左 

  

  

  

  

 

保証額

 ㈱大京他10社 3,039百万円
 

３ 保証債務

同左 

  

  

  

  

 

保証額

 ㈱大京他15社 5,078百万円

（うち共同保証等の契約に基づき、

他社が負担すべき債務 ─）

 
４ 受取手形割引高 3,199百万円

 
４ 受取手形割引高 1,104百万円

 
４ 受取手形割引高 3,697百万円

※５   ───── ※５ 中間期末日満期手形は、手形

交換日をもって決済処理してい

る。従って、当中間期末日は金

融機関の休日であったため中間

期末日満期手形が以下の科目に

含まれている。 

 受取手形   1,784百万円 

 支払手形   3,088

※５   ─────

６ 貸出参加取引

   平成12年９月及び平成17年３

月に工事等に係る債権の流動化

を目的とした参加取引を実施し

ている。

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、8,495百万円である。

６ 貸出参加取引

   平成12年９月に工事等に係る

債権の流動化を目的とした参加

取引を実施している。

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、7,934百万円である。

６ 貸出参加取引

   平成12年９月及び平成18年３

月に工事等に係る債権の流動化

を目的とした参加取引を実施し

ている。

   なお、参加者に売却したもの

として会計処理した債権総額

は、9,319百万円である。



次へ 

（中間損益計算書関係） 

  

 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
（注）増加は単元未満株式の買取りによるものである。 

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

 

※１ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。

前期損益修正損 0百万円

固定資産売却損 0

（機械装置 0 車両運搬具 0 

工具器具備品 0 その他 0）

固定資産除却損 2

（機械装置 1 工具器具 

備品 0）           

貸倒引当金繰入額 235

過年度先行支出金 
償却

40

過年度完成工事補
修費

47

従業員特別退職金 18

計 343

 

※１ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。

前期損益修正損 0百万円

固定資産除却損 0

（工具器具備品 0）

過年度完成工事補
修費

103

従業員特別退職金 21

損害賠償金 35

計 159

※１ 特別損失のその他の内訳は、

次のとおりである。

前期損益修正損 1百万円

固定資産売却損 0

（機械装置 0 車両運搬具 0  

工具器具備品 0 その他 0）

固定資産除却損 2

（機械装置 1 工具器具 

備品 0）      

貸倒引当金繰入額 410

過年度先行支出金

償却
51

過年度完成工事補

修費
183

従業員特別退職金 42

その他 14

計 705

２ 当社の売上高は、通常の営業形

態として、事業年度の上半期の売

上高と下半期の売上高との間に著

しい相違がある。当中間期末に至

る一年間の売上高は次のとおりで

ある。

２ 当社の売上高は、通常の営業の

形態として、上半期に比べ下半期

に完成する工事の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と

下半期の売上高との間に著しい相

違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動がある。 

 当中間会計期間末に至る一年間

の売上高は次のとおりである。

２     ─────

前事業年度下半期 49,134百万円

当中間期 42,100

計 91,234

前事業年度下半期 52,412百万円

当中間会計期間 43,171

計 95,584

３ 減価償却実施額

  有形固定資産 33百万円

  無形固定資産 4

３ 減価償却実施額

  有形固定資産 34百万円

  無形固定資産 4

３ 減価償却実施額

  有形固定資産 68百万円

  無形固定資産 8

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 770,101 43,469 ─ 813,570



（リース取引関係） 

  

 
  

前中間会計期間
（自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日）

前事業年度
（自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日）

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 48 33 14

工具器具 
備品 438 218 219

合計 486 252 234

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具 48 41 7

工具器具 
備品 459 314 144

合計 508 356 151

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両
運搬具 48 38 10

工具器具
備品 452 266 186

合計 501 304 196

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 100百万円

１年超 133

 計 234

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 85百万円

１年超 66

 計 151

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 97百万円

１年超 98

 計 196

 なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によってい

る。

同左  なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法によっている。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 51百万円

減価償却費 
相当額

51  

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 51百万円

減価償却費
相当額

51

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 103百万円

減価償却費
相当額

103

④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

  リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略している。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるもの

はない。 

  

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はない。 



(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法第

25条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

  

 
  

  

１ 臨時報告書 －

企業内容等の開示に関
する内閣府令第19条第
２項第４号（主要株主
の異動）に基づく臨時
報告書

平成18年４月28日提出

２
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
（第60期）

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日提出

 
３ 臨時報告書 －

企業内容等の開示に関
する内閣府令第19条第
２項第４号（主要株主
の異動）に基づく臨時
報告書

平成18年10月30日提出



該当事項はない。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、大末建設株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 村   聡 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１９日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、大

末建設株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 紳 太 郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 神 谷 直 巳 

      

監 査 法 人 は る か 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 今 澤 光 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 石   実 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第６０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大末建

設株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 村   聡 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１９日

大 末 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大末建設株式会社の平成

１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大末建設株

式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 後 藤 紳 太 郎 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 神 谷 直 巳 

      

監 査 法 人 は る か 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 今 澤 光 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 石   実 
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